
 
 
 
 
 
 
 

平成２５年５月１０日 

 

 

平成２４年度（第１４期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２４年度（第１４期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 
【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

佐々木 ・ 梅 田 

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度における世界経済は、米国経済が比較的堅調に推移したものの、債務問題に

よる欧州経済低迷の影響が中国など新興国を中心に波及したことで、総じて減速した状態

が続きました。わが国経済は、東日本大震災からの復興需要など内需を中心に穏やかな回

復基調にあったものの、世界経済の減速などを背景として弱い動きとなりました。その後、

平成24年12月から当事業年度の終盤にかけ、新たな金融緩和政策への期待から、先行きに

明るい兆しも出てきております。  

情報通信は、ＩＣＴが高度に利活用されるユビキタスネットワーク社会の形成に向け、

社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上等に大きく貢献することが期待さ

れており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところです。また、情報通信市場

は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートフォンやタブレット端末等の普及

により、ニーズの高度化・多様化が更に進み、プラットフォーム型サービスやクラウドサ

ービスが拡大するなど、市場の構造変化が進展しており、地域通信市場においては、光ア

クセスやＣＡＴＶを利用したブロードバンドサービスのキャリア間競争に加え、モバイル

の高速化によるサービス間競争が進み、固定と移動、通信と放送、更には、多様な無線端

末の活用によるサービスの融合が進展するなど、大きく変化してきております。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様のご期待に沿い、真に

世の中のお役に立てる「お客様志向の企業グループ」として、良質かつ安定的なユニバー

サルサービスの提供・維持に努めるとともに、ＮＧＮの構築とそのネットワークを活用し

た新しいサービス・商品提供を通じて、お客様のニーズにあった安心・安全で信頼性の高

い魅力的なブロードバンド・ユビキタスサービスの普及・拡大に積極的に努めてまいりま

した。 

 

 

〈1〉光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

光・ＩＰ系サービスの推進については、ブロードバンド・ユビキタスネットワーク環境

を実現するとともに、お客様にとって“使いやすい”料金メニュー並びに“魅力的な”サ

ービスの提供を通じて、光サービスの利用拡大に取り組みました。なかでも「フレッツ光」

は様々な用途に利用の場を広げながら、暮らしやビジネスを支えるサービスとして個人の

お客様から企業のお客様まで幅広いお客様からご支持をいただき、発展・成長を遂げてま

いりました。 

「フレッツ光」については、更なる光ブロードバンドサービスの普及拡大及び利用促進

に向け、「フレッツ 光ネクスト スーパーハイスピードタイプ 隼」の提供開始をはじめ、

集合住宅向けのインターネット接続サービス「フレッツ 光 WiFi アクセス」を新たに提供

するとともに、「フレッツ 光ライト マンションタイプ」の月額利用料の値下げなど、サ

ービス拡充に取り組みました。また、継続利用促進を目的とした長期継続利用型割引サー

ビス「光もっと２割（光もっともっと割）」の提供に加え、フレッツ光契約者同士がグルー

プを組んでご利用いただくことで、そのグループを構成する回線の月額利用料を割引する
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「グループ割」の提供等、料金サービスの充実・強化に取り組みました。さらに、他事業

者とのアライアンスについては、オンラインゲームに必要となる快適な通信環境をより多

くのお客様に簡単に提供することを目的とし、シリーズ初のオンラインゲームとなる「ド

ラゴンクエスト X 目覚めし五つの種族 オンライン」を提供する株式会社スクウェア・

エニックス様、家庭用ゲーム機「Wii」・「Wii U」を提供する任天堂株式会社様とプロモー

ション及びインターネット接続サポートについて協業しました。 

「ひかり電話」については、映像コミュニケーションサービスの利用促進に向けた、通

信料金着信者払いサービス「フリーアクセス ネクスト」の提供をはじめ、着信短縮ダイヤ

ルサービス（＃ダイヤル）への接続を可能とするなど、利便性の向上に取り組むとともに、

高品質なテレビ電話の定額サービス「テレビ電話チョイス定額」の提供開始等、サービス

拡充に取り組みました。 

また、スマートフォンやタブレット端末等の急速な増加による外出先でのＷｉ－Ｆｉ利

用ニーズの高まりに応えるため、エヌ・ティ・ティ・メディアサプライ株式会社が提供す

る店舗向けＷｉ－Ｆｉサービス「DoSPOT」とローミングを開始するなど、公衆無線ＬＡＮ

サービス「フレッツ・スポット（Web 認証方式）」のアクセスポイント拡大に取り組みまし

た。 

その他、家庭の電力を“見える化”することで家庭における節電をサポートする、クラ

ウド型の電力“見える化”サービス「フレッツ・エコめがね」をはじめ、自宅のテレビを

使って高品質なリアルタイム映像を共有することで空間共有コミュニケーションを実現す

る「光だんらんＴＶ」の提供開始並びに家庭のテレビでインターネットや動画を楽しめる

セットトップボックス「光ＢＯＸ＋」（ひかりボックス）のアライアンスによる多様なアプ

リケーションの提供等、新しいライフスタイルの創造に取り組みました。 

加えて、サポートサービスについては、近年のＡｎｄｒｏｉｄ ＯＳを搭載したスマート

フォンやタブレット端末の急速な増加に伴うＡｎｄｒｏｉｄ端末を標的とした新たなセキ

ュリティ脅威へ対応するため、「セキュリティ対策ツール」をＡｎｄｒｏｉｄ端末へ対応さ

せるほか、「リモートサポートサービス」によるＡｎｄｒｏｉｄ搭載スマートフォン及び「光

ＢＯＸ＋」へのサポート実施など、リモートサポート対象端末の拡大に取り組みました。 

 

 

〈2〉ソリューションビジネスの取り組み 

大規模並びに中小事業所向けの取り組みとしては、公共・民需の各分野に対し、業界の

特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューションを中心に、クラウドサービスをはじめ、

ＩＣＴをより活用して地域のお客様に喜んでいただけるよう、効率的かつ効果的な営業活

動を展開しました。 

クラウドサービス拡充の取り組みとしては、各自治体や企業向けに、セキュアなテレワ

ーク環境でＢＣＰ（事業継続計画）をサポートするクラウド型リモートアクセスサービス

及びＷｅｂ会議サービスを提供開始し、大学向けに、クラウドサービスで学習支援や教職

者と学生間等のインタラクティブなコミュニケーションの活性化を実現するクラウド型教

育支援サービスを提供するほか、農業協同組合向けでは、信用事業で扱う重要文書を電子

化しクラウド上で保管するサービスを提供開始しました。 

自治体と連携した取り組みとしては、平成 24 年 2 月から熊本県・市と連携して実施して

いる「スマートひかりタウン熊本」プロジェクトの一環として、デジタルサイネージ（電

子掲示板）を活用した「スマートエアポート」及び市電やバスの運行情報等が確認できる
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「くまもとスマートステーション」の情報配信をはじめ、「家庭内エネルギー見える化と家

電制御」モデル事業の展開など、「スマート光タウン」の実現に向け、更なるプロジェクト

の推進に取り組みました。また、香川県小豆郡小豆島町では、小豆島町様が実施する健康

づくり事業「オリーブヘルスケアシステム事業」において、クラウド型健康相談サービス

「ひかり健康相談」を導入しました。 

その他、事業所向けサービス拡充の取り組みとしては、「オフィスネットおまかせサポー

トサービス」におけるリモートサポートの対象にＡｎｄｒｏｉｄスマートフォンを追加す

るほか、同サービスのメニューにおけるお客様用ＩＴサポート画面を改善するなど、更な

るサポートサービスの充実に向けて取り組みました。 

 

 

〈3〉 事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、通信設備の構築、保守、運用等の設備業務における一層の連

携強化を図るため、「設備本部」を新たに設置し、「ネットワーク部」「サービスマネジメン

ト部」「相互接続推進部」をその内部組織としました。また、他社とのアライアンスを推進

するため、「アライアンス推進室」を設置したほか、光サービスを活用して、「あらゆるも

のをつなぎ、人々の暮らしを豊かにするライフスタイルをデザインする」ことをサービス

開発の基本的な方向性とする観点から、「サービスクリエーション部」の名称を「ビジネス

デザイン部」へ変更しました。 

設備の維持については、ひかり電話大規模故障の風化防止・実践力強化・サービス品質

の向上を目的としたブロックフォーラムの開催及び情報伝達・判断演習を実施したほか、

南海トラフ巨大地震を想定した演習の実施等災害対策体制の強化に向けて取り組みました。

また、設備事故の未然防止については、引込線垂下りによる第三者事故撲滅に向けた「引

込線Ｔｅａｍ“ゼロ”」による計画的な設備点検を実施しました。 

その他、黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、ＫＡＩＺＥＮ

施策の水平展開による「納期短縮及び改善」、移転頻度の高い物件への光コンセント設置等

による「無派遣工事の拡大」及びＢＯ（バックオーダー）ホットラインによる「ＢＯ及び

注文取消の削減」等、光サービス工事の更なる効率化に取り組みました。また、113 セン

タにおける土休日等の録音受付の実施による保守業務の効率化を行いました。 

 

 

〈4〉 ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケー

ション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献してい

くことを謳った、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）を基本に、「コンプ

ライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた価値創造」の 3 つをＣＳＲ

活動の柱に掲げるとともに、「視える化」指標を策定し、社員一人ひとりが法令等の遵守、

安心・安全な通信サービスの提供、環境負荷軽減などのＣＳＲ活動に取り組みました。 

特に「コンプライアンスの徹底」については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがす

リスクの高い 5 項目（「業務上の不正」「飲酒運転」「情報セキュリティ事故」「パワーハラ

スメント」「人権の尊重」）の発生防止等の全社的な取り組みの推進を行いました。 

また、平成 22 年 11 月に制定された「ＮＴＴグループ環境ビジョン（ＴＨＥ ＧＲＥＥＮ 

ＶＩＳＩＯＮ 2020）」に基づく、環境グランドデザイン（新たな自主行動計画目標）の達
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成に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物削減に取り組んだほか、生物多様性

保全活動「みどりいっぱいプロジェクト」における植樹活動の実施など、地域の環境に貢

献できる活動に取り組みました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「ＮＴ

Ｔ西日本グループＣＳＲ報告書 2012」及び「ＮＴＴ西日本グループ環境報告書 2012」を公

開し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

また、当社の通信設備に大きな被害を与えた台風 4号・17 号及び九州地方豪雨への対応

については、グループ各社社員の昼夜を問わない復旧活動により、通信サービスの早期復

旧に取り組みました。 

東日本大震災以降の電力不足や節電要請への対応については、通信ビル・オフィスビル

双方で最大限の電力削減施策を実施しました。 

 

 

〈5〉 営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 6,279 億円（前年同期比 2.9%減）、営業利益は

192 億円（前年同期比 48.2％減）、経常利益は 283 億円（前年同期比 33.0％減）、当期純利

益は 209 億円（前年同期比 2.2％増）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ４８５，９６７ ４６８，９３７ △ １７，０３０

　　　　空中線設備 ７，１５８ ６，８１６ △ ３４１

　　　　端末設備 ２１，１８８ １８，４０８ △ ２，７７９

　　　　市内線路設備 ８９２，３１２ ９２３，７６７ ３１，４５５

　　　　市外線路設備 ２，８５８ ２，５９７ △ ２６１

　　　　土木設備 ５７１，７６３ ５６２，０１８ △ ９，７４５

　　　　海底線設備 ２，４２７ ２，０９６ △ ３３１

　　　　建物 ３９７，１８５ ３７６，０２３ △ ２１，１６１

　　　　構築物 １４，５０７ １４，０６４ △ ４４３

　　　　機械及び装置 １，２３７ １，３３５ ９８

　　　　車両及び船舶 ２０４ ２２０ １５

　　　　工具、器具及び備品 ３５，０６５ ３５，４１８ ３５２

　　　　土地 １７６，４３５ １７４，８１９ △ １，６１６

　　　　リース資産 １，５８１ ７３５ △ ８４５

　　　　建設仮勘定 ３１，１４７ ３０，４５３ △ ６９４

　　　　有形固定資産合計 ２，６４１，０４２ ２，６１７，７１２ △ ２３，３２９

　　　無形固定資産 ７７，０２４ ７１，９６８ △ ５，０５５

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，７１８，０６６ ２，６８９，６８１ △ ２８，３８５

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ３，８７０ ４，０６７ １９７

　　　　関係会社株式 ３９，８５２ ３９，３４８ △ ５０４

　　　　出資金 ３９６ ６６７ ２７１

　　　　長期前払費用 ３，１３３ ３，０３３ △ ９９

　　　　繰延税金資産 ９９，１２１ ９１，７６１ △ ７，３５９

　　　　その他の投資及びその他の資産 ８，１１９ １２，０３６ ３，９１６

　　　　貸倒引当金 △ ３５２ △ ２４９ １０２

　　　　投資その他の資産合計 １５４，１４０ １５０，６６５ △ ３，４７４

　　固定資産合計 ２，８７２，２０７ ２，８４０，３４７ △ ３１，８６０

　流動資産

　　現金及び預金 １０３，３６２ ２９，７９９ △ ７３，５６２

　　受取手形 １９ ８ △ １０

　　売掛金 ２９１，４８０ ２１９，９０８ △ ７１，５７１

　　未収入金 ２４，６０１ １０２，５１２ ７７，９１１

　　有価証券 ６ ６ －

　　貯蔵品 ３５，２１２ ３８，２２２ ３，００９

　　前渡金 １，２７３ １，３３４ ６０

　　前払費用 ６，２９１ ６，０９６ △ １９４

　　繰延税金資産 ３，５１９ ２，８７１ △ ６４８

　　預け金 ０ ５５，０００ ５４，９９９

　　その他の流動資産 ９，２７２ ９，０２３ △ ２４９

　　貸倒引当金 △ ２，８４０ △ １，３６２ １，４７７

　　流動資産合計 ４７２，１９９ ４６３，４２１ △ ８，７７８

　資産合計 ３，３４４，４０７ ３，３０３，７６８ △ ４０，６３８

（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）

２．比較貸借対照表 

科 目
第 13 期 第 14 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９６０，９４７ ９５１，７９７ △ ９，１５０

　　リース債務 ２，３７０ ９１７ △ １，４５２

　　退職給付引当金 ２２４，６９５ ２２１，２７０ △ ３，４２４

　　ポイントサービス引当金 ５，０９３ ４，８８２ △ ２１０

　　未使用テレホンカード引当金 １３，４８０ １１，９６０ △ １，５２０

　　資産除去債務 ３０５ ３０９ ４

　　その他の固定負債 １１，２６６ ９，５３１ △ １，７３５

　　固定負債合計 １，２１８，１５８ １，２００，６６９ △ １７，４８９

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １３３，１５１ １８２，０５７ ４８，９０５

　　買掛金 ７４，１２４ ７２，３１５ △ １，８０８

　　短期借入金 ３０，０００ － △ ３０，０００

　　リース債務 １，８３６ １，６８１ △ １５４

　　未払金 ２１８，５３１ ２０１，６４２ △ １６，８８９

　　未払費用 １５，７８３ １４，３９１ △ １，３９１

　　未払法人税等 ８３８ １，００５ １６６

　　前受金 ３，１３４ ３，０７６ △ ５８

　　預り金 １２２，０８４ １１３，９５３ △ ８，１３１

　　前受収益 １０５ １００ △ ４

　　資産除去債務 ３９ － △ ３９

　　その他の流動負債 ５，６３６ ２，００６ △ ３，６３０

　　流動負債合計 ６０５，２６５ ５９２，２３１ △ １３，０３４

　負債合計 １，８２３，４２３ １，７９２，９００ △ ３０，５２３

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 ３８，９０５ ２８，６４５ △ １０，２６０

　　　利益剰余金合計 ３８，９０５ ２８，６４５ △ １０，２６０

　　株主資本合計 １，５２０，９５９ １，５１０，６９９ △ １０，２６０

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ２４ １６９ １４５

　　評価・換算差額等合計 ２４ １６９ １４５

　純資産合計 １，５２０，９８３ １，５１０，８６８ △ １０，１１５

負債・純資産合計 ３，３４４，４０７ ３，３０３，７６８ △ ４０，６３８

科 目
（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）

第 13 期 第 14 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，５３７，８８７ １，４８２，９８２ △ ５４，９０４

　営業費用

　　営業費 ４０８，２９９ ４０１，３７８ △ ６，９２０

　　運用費 １４，０１４ １２，７４５ △ １，２６８

　　施設保全費 ３９０，８８６ ３８０，５２２ △ １０，３６４

　　共通費 ６４，７１９ ６０，９６１ △ ３，７５７

　　管理費 ８９，０８５ ８６，００７ △ ３，０７７

　　試験研究費 ４８，４１２ ４７，７９０ △ ６２２

　　減価償却費 ３５４，３２６ ３４５，７１１ △ ８，６１５

　　固定資産除却費 ４１，８１１ ４３，８３５ ２，０２３

　　通信設備使用料 ３０，６１３ ３０，２８２ △ ３３１

　　租税公課 ６５，８９９ ６５，２２４ △ ６７５

　　営業費用合計 １，５０８，０６８ １，４７４，４５９ △ ３３，６０８

　電気通信事業営業利益 ２９，８１９ ８，５２３ △ ２１，２９５

附帯事業営業損益

　営業収益 １３８，４６０ １４４，９９８ ６，５３８

　営業費用 １３１，２３６ １３４，３１７ ３，０８０

　附帯事業営業利益 ７，２２３ １０，６８１ ３，４５７

営業利益 ３７，０４３ １９，２０５ △ １７，８３８

営業外収益

　受取利息 ６ ４ △ １

　有価証券利息 ２ ５ ２

　受取配当金 １，１６０ ８５８ △ ３０２

　物件貸付料 ３８，６６０ ３７，０２９ △ １，６３１

　雑収入 ４，８２６ ４，８８７ ６０

　営業外収益合計 ４４，６５６ ４２，７８５ △ １，８７１

営業外費用

　支払利息 １５，７３２ １４，９４２ △ ７９０

　物件貸付費用 １７，０３２ １６，７２７ △ ３０５

　雑支出 ６，５７２ １，９３８ △ ４，６３４

　営業外費用合計 ３９，３３７ ３３，６０７ △ ５，７３０

経常利益 ４２，３６１ ２８，３８２ △ １３，９７８

税引前当期純利益 ４２，３６１ ２８，３８２ △ １３，９７８

法人税、住民税及び事業税 △ ４，５９５ △ ４９４ ４，１００

法人税等調整額 ２６，４６３ ７，９３８ △ １８，５２５

当期純利益 ２０，４９３ ２０，９３９ ４４５

第 13 期 第 14 期

増 減 （ △ ）
平成24年３月31日まで

 ３．比較損益計算書 

平成24年４月１日から平成23年４月１日から
平成25年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 49,611 49,611 1,531,665 △ 72 △ 72 1,531,593

当期変動額          

剰余金の配当    △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200   △ 31,200

当期純利益    20,493 20,493 20,493   20,493

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      96 96 96

当期変動額合計 － － － △ 10,706 △ 10,706 △ 10,706 96 96 △ 10,609

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 38,905 38,905 1,520,959 24 24 1,520,983

当事業年度  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 38,905 38,905 1,520,959 24 24 1,520,983

当期変動額          

剰余金の配当    △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200   △ 31,200

当期純利益    20,939 20,939 20,939   20,939

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      145 145 145

当期変動額合計 － － － △ 10,260 △ 10,260 △ 10,260 145 145 △ 10,115

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 28,645 28,645 1,510,699 169 169 1,510,868

評価・換算
差額等
合計

その他
有価証券
評価

差額金

純資産
合計

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

利益剰余金

評価・換算差額等株主資本

資本金

繰越利益
剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価

差額金

その他利益
剰余金

 ４．株主資本等変動計算書 

純資産
合計

資本金
資本
準備金

株主資本

利益剰余金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

評価・換算差額等

-8-



(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ６４６，８１６ ５７９，８０１ △ ６７，０１５ △ １０．４

（再）基本料 ４５７，６１０ ４１６，０８８ △ ４１，５２１ △ ９．１

（再）通話料 ５１，１６２ ４３，８６４ △ ７，２９８ △ １４．３

（再）相互接続通話料 ９０，２４２ ８０，１４３ △ １０，０９８ △ １１．２

　ＩＰ系収入 ６２９，４０２ ６６０，９０２ ３１，５００ ５．０

　専用収入（ＩＰ系除く） １２５，４９１ １１２，１７２ △ １３，３１８ △ １０．６

　電報収入 ２０，２８２ １８，４８４ △ １，７９８ △ ８．９

　その他の電気通信事業収入 １１５，８９４ １１１，６２１ △ ４，２７２ △ ３．７

電気通信事業営業収益合計 １，５３７，８８７ １，４８２，９８２ △ ５４，９０４ △ ３．６

附帯事業営業収益合計 １３８，４６０ １４４，９９８ ６，５３８ ４．７

営業収益合計 １，６７６，３４８ １，６２７，９８１ △ ４８，３６６ △ ２．９

科 目

第14期
増　減　額

（△）平成24年４月１日から
増　減　率

（％）

 ５．営業実績 

第13期

平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで 平成25年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ４２，３６１ ２８，３８２ △ １３，９７８

　減価償却費 ３６３，５７９ ３５４，９８１ △ ８，５９８

　固定資産除却損 １７，６３７ １８，３６５ ７２８

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ３３，３５４ △ ３，４２４ ２９，９３０

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ２１，７０５ △ １０，４８９ １１，２１６

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ４，５４６ △ ３，０４１ １，５０５

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ １８，９４７ △ １７，２７９ １，６６７

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ７２ １，３８４ １，４５７

　その他 ４６，４２８ ６５３ △ ４５，７７４

　小計 ３９１，３７９ ３６９，５３３ △ ２１，８４６

　利息及び配当金の受取額 １，１６９ ８６８ △ ３０１

　利息の支払額 △ １６，３４６ △ １５，２４１ １，１０４

　法人税等の受取又は支払（△）額 ６，４１８ ４，９０２ △ １，５１５

　営業活動によるキャッシュ・フロー ３８２，６１９ ３６０，０６１ △ ２２，５５７

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３４９，５７６ △ ３５３，６９４ △ ４，１１７

　固定資産の売却による収入 １，６６０ ２，６５０ ９８９

　投資有価証券等の取得による支出 △ １，４５４ △ ４１１ １，０４３

　投資有価証券等の売却による収入 ４８ １３５ ８７

　その他 ２０１ △ ３，８８８ △ ４，０９０

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３４９，１２０ △ ３５５，２０７ △ ６，０８７

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １４０，０００ １７２，９０７ ３２，９０７

　長期借入金の返済による支出 △ １４２，４２８ △ １３３，１５１ ９，２７６

　短期借入による増減（△）額 △ ２５，０００ △ ３０，０００ △ ５，０００

　リース債務の返済による支出 △ １，８３６ △ １，８４６ △ １０

　配当金の支払額 △ ３１，２００ △ ３１，２００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６０，４６４ △ ２３，２９０ ３７，１７３

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ２６，９６４ △ １８，４３６ ８，５２８

現金及び現金同等物の期首残高 １３１，１１３ １０４，１４８ △ ２６，９６４

現金及び現金同等物の期末残高 １０４，１４８ ８５，７１１ △ １８，４３６

平成23年４月１日から 平成24年４月１日から
平成24年３月31日まで 平成25年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 13 期 第 14 期

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目
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